
 

 

 

小青田子供会規約 
 

 

第１章 総則 

 

（名称） 

第１条 本会は、小青田子供会と称する。 

 

 

（目的） 

第２条 本会は、子供相互の連帯及び、健康で明るい子供の育成と、保護者がこの活動を通じて、

家庭と地域の和を深めることを目的とする。 

 

 

第２章 事業 

 

（事業） 

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

１ 子供会独自の年間事業計画の実施 

２ 町会が行う、年間事業への参加 

３ その他、諸団体の行う事業への参加 

 

 

第３章 組織 

 

（会員） 

第４条 本会の会員は、つぎのとおりとする。ただし、入会は任意とする。 

１ 小青田地区に居住し、田中小学校に通学するすべての小学生、もしくは小青田町会に属して

いる小学生 

２ 前項の保護者 

３ 小青田地区の近隣地区に居住し、田中小学校に通学する小学生とその保護者 

 

 

（役員） 

第５条 本会に、次の役員をおく。 

１ 会 長 １名 

２ 副会長 ３名 

３ 会 計 ２名 

 

 

（任務） 

第６条 前条の役員の任務は次のとおりとする。 

１ 会長は、本会の運営を総括し、本会を代表する。 

２ 副会長は、会長を補佐する。また、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 

３ 会計は、会長の命を受け、本会の会計を掌握する。 

 

 

（選出） 

第７条 役員の選出は、次の方法による。 

１ 各役員は、前年度の臨時総会において選出し、その承認を得て決定し、当該年度の４月１日

からその任務にあたる。 



 

 

２ 会長・副会長・会計のいずれかの職については、原則、子供会に在籍している間に、一世帯

につき一度引き受けるものとする。 

 

 

（任期） 

第８条 役員の任期は、１年とする。 

 

 

第４章 会議 

 

（総会） 

第９条 

１ 総会は、全会員をもって構成し、本会の最高議決機関である。 

２ 総会は、定期総会及び臨時総会とし、会長が招集する。 

３ 定期総会は、毎年度始めに開催する。 

４ 臨時総会は、会長が必要と認めたとき、または、会員の５分の１以上の要求があったときに

開催する。 

５ 総会は、次の事項を議決及び承認する。 

（1） 本会の基本的な運営方針。 

（2） 本会の事業に関すること。 

（3） 本会の会計に関すること。 

（4） 役員の承認に関すること。 

 

 

（会議の成立・議決） 

第１０条 会議の成立及び議決は、次のとおりとする。 

１ 総会は、会員の２分の１以上の出席者（委任状による場合も含む）により成立する。 

２ 委任状は書面もしくは電子情報によるものとする。 

３ 会議の議決は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。 

 

 

第５章 会計 

 

（会計） 

第１１条 本会の経費は、会費と、町会補助金・寄付金等をもってこれに充てる。 

 

 

（会費） 

第１２条  

１ 会費は、会員が納めるものとする。 

２ 会費は、一人につき 1年間分 1200円を徴収する。原則として返金しない。 

３ 会費は、１年間分を一括で定期総会時に会計に直接渡す。 

 

 

（会計年度） 

第１３条 本会の会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 

 

第６章 監査 

 

（会計監査） 

第１４条 

１ 会長・副会長は、通常年１回の定期監査を行う。 

２ 会長が必要と認めた場合は、臨時の監査を行うことができる。 



 

 

 

 

第７章 改正 

 

（改正） 

第１５条 本会規約の改正は、総会の承認を得る。 

 

 

第８章 雑則 

 

（雑則） 

第１６条 本会規約に定められていない事項は、小青田町会規約を準用する。 

 

 

（使用の責任） 

第１７条 ふるさとセンターを使用中誤って器物を破損したときは、原因者又はその保護者が弁償

又は補修をする。ただし、事故の理由により弁償の償いを軽減又は免除することができ

る。 

 

 

（免責金） 

第１８条 

１ 免責金は、小青田町会に属していない世帯が子供会に入会し活動するため、町会から子供会

への助成金及び活動への補助に対する免責金として納めるものとする。 

２ 免責金は、一世帯につき 2,500円を一年分とする。原則として返金しない。 

３ 免責金は、一年分を定期総会時に会計に直接渡す。 

４ 免責金は、子供会免責金として町会会計に計上される。 

 

 

（付則） 

 

１ この会則は平成２６年４月２６日から施行する。 
２ 一部改正 平成２９年４月２３日（第４条） 

３ 一部改正 平成２９年４月２３日（第１８条） 

４ 一部追加 令和２年４月２５日（第１０条） 

５ 一部改正 令和２年４月２５日（第１２条） 

６ 一部改正 令和３年５月２２日（第１８条） 


